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 なお，特別目的事業体（Special Purpose Entity=SPE）は，連結ベースのオフバランス金融に
おいては不可欠な検討課題であるが，最近の FASB は頻繁に SPE 概念を見直しており，事態
はあまりにも流動的である。ただし，“現実のファイナンス実務をサポートし，根本的な改訂を
避けている”という批判も見受けられることを追記しておきたい3）。 
                                                          
3）AAA Financial Accounting Standards Committee’s comment to FASB，Comments on the FASB’s 
Proposals on Consolidating Special-Purpose Entities and Related Standards-Setting Issues，




































その意味では，いまや“Debt Financeか，Equity Financeか”の論議の方が重要である。 
















 戦後のブレトンウッズ体制は国際間の資本移動を厳しく制限してきたが，すでに 1960 年代
からユーロ市場が成立し，わが国の代表的大企業 20 数社は国際金融市場での資金調達をはじ













                                                          






























                                                          
6）1959年の ARB51号は異業種子会社を連結対象から除外していたが，1987年の SFAS94号はその除外
規定を廃止した。詳しくは拙稿「連結範囲決定要因としての「所有と支配」論争と特別目的会社をめぐる
新たな展開」『立命館経営学第 42巻第 3号』参照。 
7）拙稿「ジョイント・ベンチャーの経営と会計に関する実証研究序論」『立命館経営学第 42巻第 4号』参
照 







































































































































































































 米国 FASB が最初にオフバランスシート金融をプロジェクトとして取り上げたのは，1986
                                                          
 8）藤井秀樹『現代企業会計論』19997年 森山書店 282頁 
 9）小宮山賢『最新オフバランス取引』1996年，きんざい，第 1章 2頁 
10）Richard G・Schroeder他Financial Accounting Theory And Analysis 7th Edition 2001，John and Wiley 
＆ Sons．Inc．Chapter 10, P.325 
11）古賀智将敏『デリバティブ会計第 2版』1999年，森山書店，第 11章，207頁 














































 Equity Financeに対して，Debt Financeが選好される最大の理由は，法人税計算上，Equity
による資金調達では支払配当は税金支払後の利益から行なわれるが，Debt Financeによる支払






















































































米国の SFAS125号（1996年）と SFAS140号（2000年）の場合 
＜経緯と特徴＞ 
 米国 FASBは，1986年にはじめてオフバランスシート金融（off-balance―sheet-financing）の





























































 米国 FASBがオフバランス金融に係わるプロジェクトを手がけたのは，1986年の 5月から










































































































































には及び腰である。最近 AAA 財務会計基準委員会（注 3参照）は，混迷を深める SPE 問題に
関するコメントの中で，資産の定義に忠実な実質支配を重視し，原則主義基準（principles―based 
standards）の採用を促している。 
                                                          
15）古賀智敏『デリバティブ会計 第 2版』1999年，森山書店，195頁 



























































































の 定 義 ― 単 独 
支配・負担 
特別な資産負債の













































































                                                          
17）日本公認会計士協会編『金融商品会計・外貨建取引の実務』2000年，税務研究会，78頁 
































































                                                          
18）古賀智敏編著『ファイナンス型会計の探求』2003年，中央経済社 
19）青木浩子『新バーゼル合意と資産証券化』2003年，有斐閣 
立命館経営学（第 42巻 第 5号） 24 
“のれん”が資産として認識することになった。その場合の“のれん”は投資とフェアーバ
リュー評価純資産との差額であり，米国 SFAS141 号でいう“コアのれん”とは異なる。従
来オフバランスとなってきた無形資産の資産認識については，いまの段階では明らかではな
い。他方，国際的な動向に反して持分プーリング法も部分的ながら容認された。 
 このように見てくると，新会計基準の設定や改訂は，“オンかオフか”をめぐるせめぎ合いで
あり，譲渡資産の対象を棚卸商品やサービス商品など，非金融商品に拡大すれば，収益認識に
深く係わる課題である。まさに“オンかオフか”は会計の根幹に係わる課題である。 
